
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 愛知県 豊橋市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●経常収支比率（合計）
　平成19年度は、前年度の83.5％から1.3ポイント上昇し、84.8％となった。これは、市税は増加したものの譲与税や交付金など経常一般財源収入が減少した
ことに加え、物件費や公債費などの支出が増加したためである。類似団体との比較では4位から3位へと上昇し、全体順位は上位にあるが、引き続き経常経
費の節減に努める。
●人件費
人件費に係る経常収支比率は24.6％であり、前年度から0.4ポイント低下（改善）し、類似団体内の順位は11位と比較的上位となっている。また、退職金を除く
人口１人あたり決算額においても平均を約12％下回っている。これは、適正な定員管理及び給与制度の見直しに努めたことによるものであり、引き続き、経
営改革プランに基づき、総人件費の抑制に努める。
●物件費
　物件費に係る経常収支比率は13.9％であり、前年度から0.4ポイント上昇（悪化）した。これは、予防接種委託の増や余熱利用施設の運用開始によるもので
ある。類似団体内の順位は21位と中位となっているが、人口１人あたりの決算額では類似団体平均を約10％下回っており、引き続き、経費節減に努める。
●扶助費
　扶助費に係る経常収支比率は14.2％であり、前年度から0.1ポイント上昇（悪化）したが、これは主に児童手当や障害福祉サービスの介護給付の増などによ
るものである。また、類似団体内の順位は28位と下位となっているが、本市が保育所55園のうち50園を法人保育所へ運営委託としていることが大きな理由
であり、人口１人あたりの決算額では平均を約10％下回る状況である。今後とも、負担水準を踏まえた単独扶助費の見直しにより、扶助費の抑制に努める。
●補助費等
　補助費等に係る経常収支比率は9.0％であり、前年度から0.2ポイント低下（改善）した。類似団体内の順位は32位から28位へと上昇している。これは市税の
納期前納付報奨金の廃止や下水道事業の雨水負担金等の減少が大きな理由である。引き続き公営企業の経営健全化を図るとともに補助金等の整理合理
化を進める。
●公債費
　公債費に係る経常収支比率は16.1％であり、前年度から1.0ポイント上昇（悪化）したが、主に臨時財政対策債や減税補てん債の元金償還によるものであ
る。類似団体内の順位は9位と上位になっており、人口１人あたりの決算額でも平均を約23.5％下回る状況であるが、今後とも計画的な借入れを行い、公債
費負担の抑制に努める。
●その他
　その他は介護保険や老人保健など特別会計への繰出金の増加等により、経常収支比率は前年対比0.4ポイント上昇（悪化）した。繰出金は小幅ながら上昇
し続けている状況であり、今後、特別会計において、経費を削減するとともに利用者負担の適正化を図るなど、税収を主な財源とする普通会計負担額の抑制
に努める。
●普通建設事業費
　普通建設事業費は、景気の低迷や減税の実施など厳しい歳入状況のため減少傾向にあったが、平成19年度の人口１人あたりの決算額は58,125円、うち
単独分は20.5％減の28,066円で、前年度比は10.5％で２ヵ年連続の増となった。これは単独事業で最終処分場整備事業などの大型事業費が減少したもの
の、補助事業の東口駅南地区都市拠点開発事業、街路事業、中学校営繕が増加したためである。今後とも、財政計画を踏まえ、大型事業等を推進するとと
もに生活関連公共事業の充実に努める



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 20,483,958 56,283 66,952 ▲ 15.9
賃金（物件費） 287,561 790 2,182 ▲ 63.8
一部事務組合負担金（補助費等） 1,161 3 1,202 ▲ 99.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 760,924 2,091 765 173.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） 21,254 58 4 1,350.0
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 960,489 2,639 1,901 38.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 458,726 1,260 1,373 ▲ 8.2
▲退職金 ▲ 1,913,075 ▲ 5,257 ▲ 8,528 ▲ 38.4
合計 21,060,998 57,869 65,852 ▲ 12.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.77 6.82 ▲ 1.05
ラスパイレス指数 99.2 100.2 ▲ 1.0
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

8,968,818 24,643 34,149 ▲ 27.8

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 86 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 4,594,450 12,624 12,396 1.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 614 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

829,083 2,278 1,128 102.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

24 0 24 ▲ 100.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 8,547,059 ▲ 23,485 ▲ 29,514 ▲ 20.4

合計 5,845,316 16,061 18,883 ▲ 14.9
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

19,740,945 55,052 5.1 55,052 5.1 0.0

うち単独分 14,030,468 39,127 6.8 39,127 6.8 0.0

19,220,490 53,424 ▲ 3.0 53,424 ▲ 3.0 0.0

うち単独分 13,847,333 38,489 ▲ 1.6 38,489 ▲ 1.6 0.0

17,692,337 48,959 ▲ 8.4 49,058 ▲ 8.2 ▲ 0.2

うち単独分 11,661,060 32,269 ▲ 16.2 32,327 ▲ 16.0 ▲ 0.2

19,095,678 52,622 7.5 49,738 1.4 6.1

うち単独分 12,807,680 35,294 9.4 31,851 ▲ 1.5 10.9

21,154,324 58,125 10.5 47,326 ▲ 4.8 15.3

うち単独分 10,214,389 28,066 ▲ 20.5 29,056 ▲ 8.8 ▲ 11.7

過去５年間平均 19,380,755 53,636 2.3 50,920 ▲ 1.9 4.2

うち単独分 12,512,186 34,649 ▲ 4.4 34,170 ▲ 4.2 ▲ 0.2
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